
予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新観光産業人材確保・育成促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部観光企画課観光企画係　電話番号：058-272-1111（内3058）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  12,200 千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,200

	決定額
	12,000
	5,750
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,250


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
旅館・ホテルなどの宿泊業や飲食サービス業においては、従来から従業員の離職率が高く、かつ、昨今の労働市場は売り手市場にあるため、観光産業において、労働力の確保は喫緊の課題となっている。
加えて、外国人観光客の急増などにより、観光産業従事者に求められる　接客スキルは高度化しているが、現場では、時間的・経済的な事情により、スキルアップ研修に手が回っていない現状にある。

今後、本県が「世界に選ばれる観光地」としてさらなる成長を遂げるためには、一層のサービスの向上・安定化が必要であり、人材確保とあわせて、賃金アップや休暇取得向上といった処遇改善を促進するなど、職場定着率　向上に向けた取組みも必要となっている。

（２）事業内容

【観光産業人材の確保】

　　　　県内外の大学の観光ビジネスコース等と連携し、旅館女将など県内　観光産業事業者による出前講座開催やインターンシップ受入などに　より、学生と県内観光産業事業者とのマッチングを促進する。

あわせて、県内観光産業事業者が出展する就職フェアにおいて、県内観光産業全体のＰＲブースを出展するなど、労働市場に対し、県内観光産業で働くことの魅力を発信する。
■大学連携等による県内観光産業事業者とのマッチング促進

■就職フェア出展による魅力発信

【観光産業人材の育成】

観光産業人材のスキル向上を図ることとあわせ、事業者に対し、賃金や役職など従業員の能力に見合った処遇改善を促すことにより、職場定着率の向上、ひいては生産性向上につなげる。

■地域別研修
県内を「岐阜・西濃」「飛騨」「東濃」「中濃」の４地域に分け、事前調査のうえ、ニーズの高い研修を実施（各地域６回程度）
■管理職・職場リーダー向け研修

管理職や職場リーダーを対象に、従業員のモチベーションアップ

や処遇改善方法など、人事管理研修を実施（６回程度）

（３）県負担・補助率の考え方
本事業は県内の観光産業の生産性向上を図ることを目的とする事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	11,700
	人材育成確保・育成に係る委託経費

	旅費
	500
	業務旅費

	合計
	12,200
	


	　決定額の考え方　

　地方創生推進交付金を充当します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県長期構想

　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県成長・雇用戦略
（２）事業主体及びその妥当性
　　　本事業は県内の観光産業の生産性向上を図ることを目的とする事業であり、県が主体となることは妥当。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
本事業の実施により、平成２９年度末の時点で、「従業員のスキルアップ⇒事業者の売上げアップ⇒従業員の処遇改善⇒人材の職場定着化⇒県の観光産業力アップ」というサイクルが実質的に機能し、下表のとおり観光消費額が増加することを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,659億円
（H25）
	2,694億円
（H26）
	2,844億円（H27）
	3,000億円
（H29）
	94.8％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,844万人

（H25）
	3,686万人

（H26）
	4,360万人（H27）
	4,500万人

（H29）
	96.9％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  604万人

（H25）
	  610万人

（H26）
	678万人
（H27）
	 660万人

（H29）
	111.1％
（達成済）


※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	本事業は観光産業人材の確保・育成を目的とする事業であり、
県の関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	大学との連携により、県内観光産業の魅力を学生へ発信するため、効率化が図られているといえる。
研修についても、カテゴリーを分けて実施する形としており、需要にあった研修を実施することができる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

人材育成による売上げアップ及び処遇改善の期間として、少なくとも３年の事業継続が必要と考えている。



